
２０２０年 ６月１７日 

 

基金事務担当者 様 

出 版 企 業 年 金 基 金 

 

２０２０年度「算定基礎届」について 

 

 当基金の事業運営につきましては、平素より格別のご理解とご協力を賜り厚く御礼申し

上げます。 

 さて、本年の算定基礎届作成にあたり、別途「算定基礎届」の用紙が出版健康保険組合、

または当基金より送付されていることと存じます。 

送付された「算定基礎届」のうち、基金分につきましては、６月２２日（月）～７月１

０日（金）までに下記送付先へご提出くださいますようお願いいたします。 

なお、別紙「算定基礎届についてよくあるご質問（Ｑ＆Ａ）」を同封いたしましたので、

ご参照ください。 

記  

＜紙媒体の場合＞ 

 

 

 

 

 

＜電子媒体（CD･DVD）の場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜送付先＞ 

 

 

 

 

以上  

 

 

 

 

（お問い合わせ先） 

出版企業年金基金 業務部業務課 

電話 ０３－５２５９－９１１１ 

〒１０１－００５１ 東京都千代田区神田神保町１－３２ 出版クラブビル７Ｆ 

出版企業年金基金 算定係 行 

・算定基礎届総括表※1………………………………………………１部 

・算定基礎届（複写１、２枚目の基金分）………………………１部 

※1 算定基礎届総括表の様式は基金ホームページに掲載していますが、日本年金機構または出

版健保へ提出するものの写しでも構いません。 

・算定基礎届総括表※1………………………………………………１部 

・電子媒体届出書総括表※2…………………………………………１部 

・電子媒体（CD･DVD）算定基礎届※2………………………………１部 

※1 算定基礎届総括表の様式は基金ホームページに掲載していますが、日本年金機構または出

版健保へ提出するものの写しでも構いません。 

※2 日本年金機構の届書作成プログラムにより厚生年金基金提出用データを作成ください。 



 

算定基礎届についてよくあるご質問（Ｑ＆Ａ） 

 

●届出用紙に関するＱ＆Ａ 

Ｑ１：  

Ａ：  

 

届出用紙はどれを使用すればいいですか？ 

出版健康保険組合（以下「出版健保」）に加入されている事業所は、出版健保

から送付された届出用紙を使用してください。出版健保に加入されていない事

業所は、基金から送付した届出用紙を使用してください。 

※基金へは算定基礎届の基金分（複写１、２枚目）及び算定基礎届総括表をご

提出ください。（総括表は出版健保の写しでも構いません） 

※出版健保に加入されていない事業所で、電子媒体や独自用紙を使用される事

業所へは基金から届出用紙は送付していません。 

Ｑ２：  

Ａ：  

 

独自に作成した届出用紙を使用してもいいですか？ 

必要項目の記載があれば、独自の用紙を使用していただいても構いません。た

だし、基金の加入者番号を必ずご記載ください。 

 

 

●届出の作成に関するＱ＆Ａ 

Ｑ３：  

Ａ：  

 

算定基礎届総括表の添付は必要ですか？ 

必ず添付してください。算定基礎届総括表は、従業員の方の人数や給与の支払

状況を確認するため必要になります。 

※出版健保に加入されている事業所の場合は、お手数ですが、出版健保から送

付された算定基礎届総括表を複写のうえ、基金分を作成してください。 

Ｑ４：  

Ａ：  

 

提出者記入欄に事業主印の押印は必要ですか？ 

事業主印は必ず押印してください。ただし、事業主の署名（自筆）の場合は、

押印を省略することができます。 

Ｑ５：  

Ａ：  

 

基金の加入者番号の記載は必要ですか？ 

基金の加入者番号は必ず記載してください。 

※加入者番号の記載がない場合、お返しすることがあります。ご不明な場合は、

基金へお問い合わせください。 

Ｑ６：  

 

Ａ：  

 

二か所以上の事業所に勤務している従業員がいる場合は、どのように記載すれ

ばいいですか？ 

当該加入者の方の備考欄の「１.二以上勤務」を○で囲み、勤務されている事

業所ごとに算定基礎届を作成してください。また、選択事業所（主たる事業所

として選択した事業所）の届出の修正平均額の欄に選択事業所および非選択事

業所それぞれの平均額の合計を記入してください。 

Ｑ７：  

 

Ａ：  

 

７月、８月、９月改定の月額変更に該当する場合は、どのように記載すればい

いですか？ 

当該加入者の方の備考欄の「２.月変予定」を○で囲み、( )内に月額変更を

予定している月を記入してください。また、８月、９月改定の月額変更に該当

する場合は、算定基礎届総括表の裏面に該当される方の氏名を記入してくださ

い。なお、改定月になりましたら月額変更届を提出してください。 

Ｑ８：  

Ａ：  

 

休職している従業員がいる場合、どのように記載すればいいですか？ 

当該加入者の方の備考欄の「４.（病休・育休・産休）等」を○で囲み、「 」

内に休職の開始日を記入してください。 

別 紙 



 

Ｑ９：  

Ａ：  

 

６５歳以上の従業員の記載は必要ですか？ 

基金の加入者資格は６５歳で喪失するため、記載は不要です。６５歳以上の従

業員の方について印字または作成されている場合は、基金分の届出用紙の当該

加入者の方の備考欄の「８・その他」を○で囲み、( )内に「６５歳以上」と

記載してください。 

Ｑ10：  

 

Ａ：  

 

アルバイト等の従業員を基金の加入者としないことを社内規程で規定してい

る場合は、どのように記載すればいいですか？ 

加入の制限を設けている事業所でも、加入者と加入除外者は区別なく記載が必

要です。加入除外の対象者の方についても加入者の方と同様に届出を作成のう

え、その方の備考欄の「８.その他」を○で囲み( )内に基金加入除外と記載

してください。 

 

 

●電子媒体（ＣＤ・ＤＶＤ）による届出に関するＱ＆Ａ 

Ｑ11：  

 

Ａ：  

 

日本年金機構が提供している、届書作成プログラムでは、基金番号４桁を設定

する仕様となっていますが、どのように設定すればいいですか？ 

現在の基金番号は設定できないため、旧「出版厚生年金基金」の基金番号であ

る「１１４８」を設定してください。 

Ｑ12：  

 

Ａ： 

６５歳以上の従業員が含まれている場合は、どのように作成すればいいです

か？ 

全員分を通常どおり作成した後、お手数ですが、基金提出分のみ６５歳以上の

方を削除してください。 

Ｑ13：  

Ａ：  

 

休職中や月の途中で入社した従業員はどのように作成すればいいですか？ 

当該加入者の方の備考欄に「休職中」等、その旨を記載してください。 

※勤務日数を確認するため、基礎日数は正しく設定してください。 

 

 

●提出先に関するＱ＆Ａ 

Ｑ14：  

Ａ：  

 

算定基礎届はどこに提出すればいいですか？ 

基金分の届書は当基金事務所へご郵送ください。 

※健康保険分の届書は出版健保へ、厚生年金保険分の届書は管轄の事務センタ

ー（または事務所の所在地を管轄する年金事務所）へそれぞれ提出してくだ

さい。 

Ｑ15：  

 

Ａ：  

 

他機関の届書を誤って基金に送ってしまいましたが、基金から回送することは

できますか？ 

基金からの回送はできないため、事業所にお返しいたします。Ｑ14の各機関の

提出先に提出してください。 

 

 

※詳細につきましては、「２０２０年度版  算定基礎届・月額変更届  記載の手

引き」をご参照ください。  

※その他、ご不明な点がございましたら、下記までお問合せください。  

（お問い合わせ先）出版企業年金基金 業務部業務課 ＴＥＬ０３－５２５９－９１１１ 

 



事業所
所在地

事業所
名 称

ー

月

〒

社労士コード 通　番
総合調査・会計検査院検査年月日

　　　　　　　年　　　　月　　　　日

受付印

  社会保険労務士記載欄｜氏名等

氏　名　等

㊞

電話番号　　　　　　　　　　　（　　　　　）

フリガナ

業態区分（変更前）
適用年度

　　　　　年度
総合調査・会計検査院検査年月日

　　年　　　　月　　　　日
日本年金機構使用欄

※記入しないでください。

事業所担当者氏名

ご連絡先 ※確認事項のお問い合わせ先

電話番号　　　　　　　　　　　（　　　　　）

日提出

提
出
者
記
入
欄

健康保険
被保険者証記号

令和

厚生年金保険
事業所整理記号

様式コード

―総括表―2 2 2 9

事業所
番　号

年

事業主
氏 名

電話番号 （ ）

事
業
所
情
報

適用形態

①　支社（支店）、工場、出張所等の複数の事業所を有している。
　　（貴事業所が支社等の場合は、「0.いいえ」を○で囲んでください。）

0.　いいえ　　　1.　はい

②　上記①で「1.はい」と回答された場合に
　　記入してください。

支社（支店）、工場、出張所の総数　　　　　　　　ヵ所

複数の事業所の適用単位　　1.　事業所ごと　　2.　一括

法人番号

業
態

業　態　区　分　の
変　更　の　有　無

0.　無　　1.　有
「1.有」の場合は、事業の種類及び
　変更後の業態区分を記入してください。

事 業 の
種　　類

変更後の
業態区分

本店・支店区分 内・外国区分

㋐
本年6月1日から7月1日
までに被保険者になった人

㋑
算定基礎届に記載
されている人

㋒

7月に月額変更する人

個人・法人等区分

人 人 人 人 人 人

㋓
8月に月額変更を
予定している人

㋔
9月に月額変更を
予定している人

㋕
7月1日現在の被保険者数
（㋐+㋑+㋒+㋓+㋔）

被
保
険
者
状
況

7月1日現在、
賃金・報酬を支
払っている人の
うち被保険者と
なっていない人

内
訳

パート等（週20時間以上勤務） 59歳以下 人

その他（役員・嘱託等） 59歳以下 人

請負契約 　請負契約をしていて、自社の施設等を利用し業務を行わせている人がいる。 0.　いない　　1.　いる　（　　　　　　　　人）

派遣労働者 　派遣業者から派遣されている労働者がいる。 0.　いない　　1.　いる　（　　　　　　　　人）

海外勤務者 　子会社等、海外で勤務している人がいる。 0.　いない　　1.　いる　（　　　　　　　　人）

人

60～69歳 人 70歳以上 人

人

外国人労働者 59歳以下 人 60～69歳 人 70歳以上 人

60～69歳 人 70歳以上 人

賞与等
（賞与・期末手当・決算手当　等）

変更前の支払月

人

アルバイト等（週20時間未満勤務） 59歳以下 人 60～69歳 人 70歳以上

後期高齢者医療制度の加入者

給与支払日

　　　　　日締切　　（　当月　/　翌月　）　　　　　　日払い　（　役員　・　正社員　・　パート、アルバイト等）

　　　　　日締切　　（　当月　/　翌月　）　　　　　　日払い　（　役員　・　正社員　・　パート、アルバイト等）

　　　　　日締切　　（　当月　/　翌月　）　　　　　　日払い　（　役員　・　正社員　・　パート、アルバイト等）

昇給月
（ベースアップ含む）

変更前の昇給月

　昇給月の変更の有無　　　　0.　無　　　　1.　有
年　　　　　　回

（　　　月　　　月　　　月　　　月）

報酬の種類

現在支給している給与等
を○で囲んでください。
該当するものがない場合
は、（　）に名称を記入
してください。

賞与等支払月の
変更の有無

年　　　　回
（ 　 月  　月  　月  　月）

勤
務
状
況

就業規則等で定めている
一般従業員の勤務状況について

1ヵ月の勤務日数　　　　　　　日 1週の勤務時間　　　　　時間

一般従業員以外の方の
平均的な勤務状況

1ヵ月の勤務日数　　　　　　　日 1週の勤務時間　　　　　時間 勤務（契約）時間　　　カ月・定めなし

報
酬
等
支
払
状
況

(1. 有 の場合) 7月1日現在解消して　0.　い る　1.　いない

直近の賞与支払月

0.　無　1.　有

固定的賃金
　1.　基本給（月給）　2.　基本給（日給）　3.　基本給（時間給）　4.　家族手当　5.　住宅手当　6.　役付手当
　7.　物価手当　8.　通勤手当　9.　社保補助手当　10.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

非固定的賃金
　1.　残業手当　2.　宿日直手当　3.　皆勤手当　4.　生産手当
　5.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

現物給与

一時帰休について 0.　無　1.　有

　1.　定期券（1ヵ月）　2.　定期券（3ヵ月）　3.　定期券（6ヵ月）　4.　通勤回数乗車券　   ※定期券等そのものを支給している場合

　5.　食事（朝　昼　夜）　　6.　住宅　　7.　被服　　8.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

被保険者報酬月額算定基礎届健 康 保 険
厚生年金保険

被保険者報酬月額算定基礎届健 康 保 険
厚生年金保険

企業年金基金



番号 ８月月変予定者氏名 番号 ９月月変予定者氏名


